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第一部【ファンド情報】

第１【ファンドの状況】

１【投資法人の概況】

（１）【主要な経営指標等の推移】

① 主要な経営指標等の推移 

 

期別 
第1期 

自 平成28年 2月 5日 
至 平成28年12月31日 

営業収益 （百万円） 608 

うち不動産賃貸事業収益 （百万円） 608 

営業費用 （百万円） 281 

うち不動産賃貸事業費用 （百万円） 207 

営業利益 （百万円） 326 

経常利益 （百万円） 51 

当期純利益 （百万円） 49 

総資産額 （百万円） 19,011 

（対前期比） （％） － 

純資産額 （百万円） 8,123 

（対前期比） （％） － 

有利子負債額 （百万円） 9,510 

出資総額 （百万円） 8,074 

発行済投資口の総口数 （口） 90,968 

1口当たり純資産額(注5) （円） 89,301 

1口当たり当期純利益(注2)(注5) （円） 1,123 

分配総額 （百万円） 88 

1口当たり分配金額 （円） 977 

うち1口当たり利益分配金 （円） 545 

うち1口当たり一時差異等調整引当額 （円） 10 

うち1口当たりその他の利益超過分配金 （円） 422 

総資産経常利益率(注5) （％） 0.4 

（年換算値）(注6) （％） 0.6 

自己資本利益率(注5) （％） 0.6 

（年換算値）(注6) （％） 1.5 

期末自己資本比率(注5) （％） 42.7 

（対前期増減） （％） － 

配当性向(注5) （％） 100.0 

【その他参考情報】    

当期運用日数 （日） 331 

期末投資物件数 （件） 17 

減価償却費 （百万円） 132 

資本的支出額 （百万円） 10 

賃貸NOI（Net Operating Income）(注5) （百万円） 533 

FFO（Funds from Operation）(注5) （百万円） 181 

1口当たりFFO(注5) （円） 1,999 

期末総資産有利子負債比率（LTV）(注5） （％） 50.0 

（注1）マリモ地方創生リート投資法人（以下「本投資法人」といいます。）の営業期間は、毎年1月1日から6月末日まで及び7月1日から12月

末日までの各6かヶ月間ですが、第1期営業期間は本投資法人設立の日（平成28年2月5日）から平成28年12月末日までです。 
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（注2）1口当たり当期純利益は、当期純利益を日数加重平均投資口数(44,151口)で除することにより算定しています。また、実際に運用を開

始した日である平成28年8月1日時点を期首とみなして、日数による加重平均投資口数（90,876口）により算出した1口当たり当期純利

益は545円です。 
（注3）営業収益等には消費税等は含まれていません。 
（注4）数値は、別途記載する場合を除き、単位未満の金額については切り捨てて記載し、比率については小数第2位を四捨五入した数値を記

載しています。したがって、各項目別の金額又は比率の合計が一致しない場合があります。以下同じです。 
（注5）以下の算定式により算出しています。 

1口当たり純資産額 純資産額÷発行済投資口の総口数 

1口当たり当期純利益 当期純利益÷日数加重平均投資口数 

総資産経常利益率 経常利益÷｛（期首総資産額＋期末総資産額）÷2｝×100 

なお、第1期の期首総資産額には、本投資法人の実質的な資産運用期間の開始日（平成28年8月1

日）時点の総資産額を使用しています。 

自己資本利益率 当期純利益÷｛（期首純資産額＋期末純資産額）÷2｝×100 

なお、第1期の期首純資産額には、本投資法人の実質的な資産運用期間の開始日（平成28年8月1

日）時点の純資産額を使用しています。 

期末自己資本比率 期末純資産額÷期末総資産額×100 

配当性向 第1期の配当性向については、期中に公募増資を行ったことにより、期中の投資口数に変動が生じ

ているため、次の算式により算出しています。 

分配金総額（利益超過分配金を含まない）÷当期純利益×100 

賃貸NOI（Net Operating Income） 不動産賃貸事業収益－不動産賃貸事業費用＋減価償却費 

FFO（Funds from Operation） 当期純利益＋減価償却費－不動産等売却損益 

1口当たりFFO FFO÷発行済投資口の総口数 

期末総資産有利子負債比率（LTV） 期末有利子負債残高÷期末総資産額×100 

（注6）第1期については実質的な運用日数153日（平成28年8月1日から平成28年12月31日まで）に基づいて年換算値を算出しています。 

 

② 事業の概況 

(イ) 当期の概況 

a.投資法人の主な経緯 

本投資法人は、投資信託及び投資法人に関する法律（昭和26年法律第198号。その後の改正を含みます。以下

「投信法」といいます。）に基づき、マリモ・アセットマネジメント株式会社（以下「本資産運用会社」といい

ます。）を設立企画人として、平成28年2月5日に出資金200百万円（2,000口）で設立され、平成28年3月16日に

関東財務局への登録が完了しました（登録番号 関東財務局長第113号）。さらに、平成28年7月28日を払込期日

とした公募による新投資口の発行（88,500口）を行い、平成28年7月29日に株式会社東京証券取引所（以下「東

京証券取引所」といいます。）不動産投資信託証券市場（以下「J-REIT市場」といいます。）に上場（銘柄コー

ド 3470）しました。その後、平成28年8月31日にオーバーアロットメントによる売出しに伴う第三者割当によ

り、468口を発行した結果、発行済投資口の総口数は、当期末（平成28年12月31日）時点で、90,968口となりま

した。 

 

b.投資環境 

当期（平成28年12月期）における日本の経済状況は、平成28年11月の米国次期大統領選挙にてドナルド・トラ

ンプ氏が当選したことによる財政出動の動向の不透明化や中国を始めとするアジア新興国の景気が下振れするリ

スクはあるものの、日本の個人消費や純輸出が回復の兆しを見せ、平成28年7－9月期の実質GDP成長率（2次速

報）は前期比年率0.5％増と国内景気は緩やかに回復しています。また、東証REIT指数は、ドナルド・トランプ

氏の当選後、1,715.86ポイントまで下落する場面が見られましたが、当期末（平成28年12月末）では1,855.83ポ

イントまで回復し、堅調に推移しています。 

 

（金融市場） 

日本銀行は、平成28年9月21日に「新しい金融政策の枠組み」の導入を決定し、10年国債利回りが概ね0％程度

で推移するよう長期金利を操作することで、金利水準は当面低水準で推移し、J-REITにとっても良好な資金調達

環境が継続するものと考えられます。 

 

（不動産売買市場） 

東京都心の築浅レジデンスの取引利回りが低下傾向である状況を勘案すると、平成20年に発生した金融危機前

の取引利回りよりも更に加熱した不動産マーケットになっているものと思われ、東京圏(注)で不動産を購入でき

ないプレイヤーは、利回りを求めて地方の政令指定都市に所在する不動産も投資対象として検討している状況に

あります。競争原理が働く関係上、投資環境としては厳しさを増しており、当面の低金利と賃料上昇への期待等

により、不動産売買価格は引き続き上昇基調が続くと思われます。また、地方都市への投資の拡大等、投資対象

や投資内容にも広がりが見られることも推定されます。 
（注）「東京圏」とは、東京都、神奈川県、千葉県及び埼玉県をいいます。以下同じです。 
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（レジデンス賃貸市場） 

東京圏を含む全国の借家種類別の世帯数推移（総務省統計局）によりますと、民営借家（非木造）の世帯数が

増加していることが分かり、賃貸住宅の需要は安定的であるとともに、晩婚化の傾向や高齢化などにより単身世

帯の増加（平成20年：14,738千世帯から平成25年17,310千世帯へ（国勢調査））も顕著であり、今後も全国の賃

貸住宅の需要は増加していく可能性があると本投資法人は考えています。 

 

（商業施設市場） 

小売業態による好不調はあるものの、スーパー、ドラッグストア及びコンビニエンスストアは比較的好調で、

経済産業省「商業動態統計調査」によりますと、平成28年9月から11月の直近3か月間の対前年比の販売額の伸び

率は、スーパー0.6％増、ドラッグストア4.4％増、コンビニエンスストア3.9％増となっており、総じて売上状

況は安定的であり、今後においても底堅く推移していくものと考えています。また、家電量販店における販売額

は、エリアによってばらつきがあり、中国地方3.8％増、九州地方3.3％増、沖縄県2.4％増と中国地方以南はプ

ラスに推移しているものの、北日本・東日本エリアはマイナスに推移しているなど、地域差があるものと推定さ

れます。 

 

（ホテル市場） 

熊本地震や円高等の影響により、訪日外国人客数の増加率に縮小が見られたものの、中長期的な訪日外国人の

増加等による需要面でのプラスの影響は今後も期待され、また、日本人における国内宿泊旅行者数も安定的に推

移しており、国内需要が底堅いものと推定できます。国土交通省観光庁「宿泊旅行統計調査」によりますと、ビ

ジネスホテル・シティホテルの客室稼働率も平成23年（ビジネス：62.3％、シティ：67.1％）から平成27年（ビ

ジネス：74.2％、シティ：79.2％）の過去5年間、右肩上がりで伸ばしており、宿泊特化型ホテルが底堅く推移

しています。 

 

（オフィス賃貸市場） 

シービーアールイー株式会社のマーケット調査によれば、広島市における成約賃料の金額は、平成25年3月末

以降3年連続で上昇し、平成28年9月末は対前期比＋0.5％の10,250円/坪となりました。空室率も低下トレンドが

続く中、その他の主要地方都市につきましてもオフィス賃料については小幅ながら賃料上昇が継続しておりま

す。また、直近（平成28年第3四半期末時点）の空室率は、札幌市・京都市・福岡市が過去最低値を更新してお

り、地方都市では今後の新規供給が限定的であるため、空室率はさらに低下もしくは現状の低水準が継続するも

のと考えています。今後は需給バランスの変動により東京都と地方都市の空室率は平成31年にも逆転する見通し

で、賃料については空室率の低下とともに、引き続き緩やかに上昇していくものと推定できます。 

 

c.運用実績 

当期においては、平成28年8月1日にレジデンス8物件、商業施設6物件（底地物件を含みます。）、ホテル1物

件、オフィス2物件の計17物件（以下、別途注記する場合を除き、「保有資産」といいます。なお、以下では、

保有資産である不動産信託受益権の信託財産である不動産を指して「保有資産」と記載することがあります。）

（取得価格合計16,170百万円）を取得して運用を開始しました。運用開始時点の稼働率は98.1％であり、本資産

運用会社とプロパティマネジメント会社である株式会社マリモ（以下「マリモ」と記載することがあります。）

の各拠点との一体的な推進を通じて、各地域の特色を踏まえたリーシング活動や個別物件の特性・稼働状況を踏

まえた募集条件の設定など、保有資産の稼動率向上に向けた運用を行いました。また、稼働状況が安定かつ好調

な物件においては、テナント入替え時の賃料の引上げや礼金の収受なども行い、駐車場稼働率の低い一部の物件

では、部分的にサブリースするなど賃料収入の向上に努めました。さらに、レジデンスの水廻り設備及びデザイ

ン性・耐久性に優れた床材へのバリューアップ工事などにより高稼動となった物件も寄与し、当期末の稼働率は

98.6％と良好な稼動状況となりました。 

 

（保有資産一覧） 

物件 

番号 

(注1) 

物件名称 所在地 取得先 

取得価格 

（百万円） 

(注1) 

取得時 

鑑定評価額

（百万円） 

取得年月日 

Rp-01 アルティザ仙台花京院 
宮城県仙台市 

宮城野区 

株式会社 

マリモ 
2,730 3,370 

平成28年 

8月1日 

Rp-02 アルティザ上前津 
愛知県 

名古屋市中区 

株式会社 

マリモ 
400 497 

平成28年 

8月1日 

Rp-03 アルティザ博多プレミア 
福岡県 

福岡市博多区 

株式会社 

マリモ 
1,060 1,150 

平成28年 

8月1日 
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物件 

番号 

(注1) 

物件名称 所在地 取得先 

取得価格 

（百万円） 

(注1) 

取得時 

鑑定評価額

（百万円） 

取得年月日 

Rp-04 アルティザ博多駅南 
福岡県 

福岡市博多区 

株式会社 

マリモ 
500 514 

平成28年 

8月1日 

Rt-01 アルティザ池尻 
東京都 

世田谷区 

株式会社 

マリモ 
610 639 

平成28年 

8月1日 

Rt-02 アルティザ都筑中央公園 
神奈川県 

横浜市都筑区 

株式会社 

マリモ 
1,050 1,070 

平成28年 

8月1日 

Rt-03 アルティザ川崎ＥＡＳＴ 
神奈川県 

川崎市川崎区 

株式会社 

マリモ 
780 868 

平成28年 

8月1日 

Rt-04 アルティザ相武台 
神奈川県 

座間市 

株式会社 

マリモ 
1,130 1,240 

平成28年 

8月1日 

Cp-01 MRRおおむた(注2) 
福岡県 

大牟田市 

株式会社 

マリモ 
1,250 1,260 

平成28年 

8月1日 

Cp-02 垂水駅前ゴールドビル 
兵庫県 

神戸市垂水区 

株式会社 

マリモ 
500 503 

平成28年 

8月1日 

Cp-03 Ｆｏｏｄａｌｙ青葉店 宮崎県宮崎市 
株式会社 

マリモ 
250 389 

平成28年 

8月1日 

Cp-04 
ヤマダ電機テックランド

三原店 
広島県三原市 

株式会社 

マリモ 
2,000 2,600 

平成28年 

8月1日 

Cp-05 
ヤマダ電機テックランド

時津店 

長崎県西彼杵

郡時津町 

株式会社 

マリモ 
950 1,060 

平成28年 

8月1日 

Cp-06 
セブンイレブン甲府相生

１丁目店（底地） 
山梨県甲府市 

株式会社 

マリモ 
220 220 

平成28年 

8月1日 

Hp-01 ルートイン一宮駅前 愛知県一宮市 
株式会社 

マリモ 
740 826 

平成28年 

8月1日 

Op-01 MRRデルタビル(注2) 
広島県広島市 

中区 

株式会社 

マリモ 
1,200 1,210 

平成28年 

8月1日 

Op-02 プレスト博多祇園ビル 
福岡県福岡市 

博多区 

株式会社 

マリモ 
800 910 

平成28年 

8月1日 

合計（17物件） 16,170 18,326 - 

（注1）「物件番号」は、本投資法人の保有資産について、「投資対象」及び「地域別投資比率」の分類を組み合わせて物件ごとに番号

を付したものであり、「投資対象」については、Rはレジデンス、Cは商業施設、Hはホテル、Oはオフィスを表し、pは地方、tは

東京圏を表します。なお、複数の用途を有する複合施設の場合、満室稼働想定時の賃料収入割合が最も高い施設に帰属させて投

資対象を記載しています。また、「取得価格」は、保有資産に係る各信託受益権売買契約書に記載された各不動産信託受益権の

売買代金（消費税及び地方消費税並びに売買手数料等の諸費用を含みません。）を、百万円未満を切り捨てて記載しています。

以下同じです。 
（注2）MRRおおむたは、平成29年2月1日付で「O-MUTA REX」から、MRRデルタビルは、平成29年1月1日付で「デルタビル」から名称変更

しました。 

 

d.資金調達の状況 

当期においては、平成28年7月28日にJ-REIT市場への新規上場に伴う公募増資により、88,500口の新投資口の

発行を行い、7,832百万円の資金を調達し、平成28年8月31日に468口の第三者割当てにより、41百万円の資金を

調達しました。この結果、当期末（平成28年12月31日）時点における出資総額は、8,074百万円となりました。 

また、平成28年8月1日の17物件取得時に株式会社三井住友銀行をアレンジャーとしたシンジケートローンによ

り、株式会社三井住友銀行、株式会社広島銀行、三井住友信託銀行株式会社、株式会社福岡銀行、株式会社三重

銀行、株式会社新生銀行、株式会社中国銀行及び株式会社りそな銀行より9,560百万円の借入れを行いました。 

なお、短期借入金（借入額1,230百万円）のうち、42百万円について第三者割当にて調達した資金及び手元資

金により平成28年11月1日付で期限前弁済を行い、長期借入金（借入額8,330百万円）のうち、7百万円について

平成28年11月1日付で手元資金により約定返済を行いました。この結果、当期末（平成28年12月31日）時点にお

ける借入金残高は、9,510百万円となり、総資産に占める有利子負債の割合（以下「LTV」といいます。）は、

50.0％となりました。 

（注）金額については、百万円未満を切り捨てて記載しています。 
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e.業績の概要 

上記の結果、当期の業績は、営業収益608百万円、営業利益326百万円、経常利益51百万円となり、当期純利益

は49百万円となりました。 

また、分配金については、本投資法人の規約に定める分配方針に従い、投資法人の税制の特例（租税特別措置

法第67条の15）を適用し、投資口1口当たりの分配金が1円未満となる端数部分を除く当期未処分利益の全額を分

配することとし、この結果、投資口1口当たりの分配金は545円となりました。 

これに加え、本投資法人は、キャッシュマネジメントの一環として、当期につきましては、利益を超える金銭

の分配（以下「利益超過分配」といいます。）を行うことといたします。これに基づき利益超過分配金として当

期の減価償却費の100分の30にほぼ相当する額である39百万円を分配することとし、この結果、投資口1口当たり

の利益超過分配金は432円となりました。なお、利益超過分配金には、一時差異等調整引当額の分配0.9百万円が

含まれており、投資口1口当たりの一時差異等調整引当額は10円となります。 

また、ペイアウトレシオ（当期純利益に減価償却費を加算した額に対する利益超過分配を含む分配金総額の割

合をいいます。以下同じです。）は48.9％となります。 

（注1）利益超過分配は、計算期間の期末時点において保有する不動産等の鑑定評価額（本投資法人が保有する不動産等について計算期

間の期末を価格時点として取得する不動産鑑定評価書における鑑定評価額をいいます。以下同じです。）の合計が、当該計算期

間の不動産等の帳簿価格合計と当該計算期間の次期の資本的支出予定額（資本的支出のための積立金の総額をいいます。）の合

計を上回る場合に限り、修繕費や資本的支出への活用、借入金の返済、新規物件の取得資金への充当などの他の選択肢について

も検討の上、実施するものとしています。 

第1期末における不動産等の鑑定評価額の合計は18,713百万円であり、不動産等の帳簿価額合計（16,406百万円）及び第2期に実

施予定の修繕更新費用の工事予定額（資本的支出）のための積立金総額（45百万円）の合計を上回ります。 

（注2）不動産等の帳簿価額合計の内訳は有形固定資産の計上額16,402百万円及び無形固定資産に計上された借地権4百万円の合計で

す。 

（注3）本投資法人が本書の日付現在保有する17物件について、建物状況調査報告書に記載の緊急修繕費用の見積額、短期修繕費用の見

積額及び長期修繕費用の見積額（いずれも更新費（資本的支出）に該当するもの）を合計した額の6か月平均額は、56百万円で

あり、また、本投資法人が現在想定している修繕予定額（資本的支出に該当するもの）は平成29年6月期において29百万円、平

成29年12月期において29百万円に留まるため、各計算期間の末日において減価償却費相当額の手元現預金から建物等の機能維持

のための将来の資本的支出を目的とした積み立てや運転資金等として見込まれる資金相当額並びにポートフォリオ収益力向上に

資する投資に備えた一定の資金留保を行っても、さらにフリーキャッシュフローの残余が生じることを見込んだ上で、キャッシ

ュマネジメントの一環としての上記利益超過分配について、健全な財務安定性が維持される範囲であると判断し、実施すること

としました。 

 

(ロ) 次期の見通し 

a.運用全般に関する見通し 

i. 外部成長戦略 

本資産運用会社では、世帯数の増加に伴い賃貸需要が比較的安定している「レジデンス」及び日常生活におけ

る必需品を販売する食品スーパー・ドラッグストア・ホームセンター・ディスカウントストア等の「商業施設」

を中心に、エリアを絞ったテナントへのダイレクトアプローチによって、土地建物を所有している事業者には売

却ニーズを探り、事業の拡大を図っている事業者には今後の出店ニーズをヒアリングし、また、商業施設の開発

をゼネコン等と協働して行うスポンサー（本投資法人及び本資産運用会社との間でスポンサーパイプライン・サ

ポート契約を締結している者をいいます。以下同じです。）からの物件情報の提供を受けることで、物件の取得

機会を増加させ、今後の外部成長につながる活動を行っていきます。 

 全国7拠点体制の株式会社マリモと緊密な連携を取ることにより、全国各地から集まる多種多様な不動産情報

を共有し、地方での長年の経験に基づいた深い知見による資産価値の分析や流動性・代替性の確保を検証しなが

ら、地方を中心とした安定的かつ収益性の高い総合型ポートフォリオを構築する方針です。 

また、スポンサーパイプライン・サポート契約に基づき、株式会社マリモが開発する賃貸マンションシリーズ

「アルティザ（ArtizA）」、同社が保有・購入する収益不動産及び同社の市街地再開発事業により開発される商

業施設やホテルを含む物件の取得に係る優先的売買交渉権の付与を受けながら資産規模の拡大を図るともに、株

式会社マリモ、株式会社リビタ（以下「リビタ」と記載することがあります。）及びサポート会社7行（株式会

社三重銀行、株式会社みちのく銀行、株式会社東京スター銀行、株式会社中国銀行、株式会社関西アーバン銀

行、株式会社広島銀行、株式会社足利銀行）の豊富な物件ネットワーク、物件情報取得力等並びに本資産運用会

社の役職員が不動産業界において培ってきたネットワークに基づき入手する物件情報、保有物件のテナントとの

良好な関係の維持に基づき入手する物件情報を、本投資法人の着実な外部成長に最大限に活用していく方針で

す。 

さらに、市場状況を勘案し、ポートフォリオ構築上、中長期的に適切であると判断した場合は、物件の売却又

は入替えを検討します。 
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ii. 内部成長戦略 

本投資法人は、中長期的に安定した賃貸収益の確保を目標とし、株式会社マリモより、プロパティマネジメン

ト業務等の提供、リーシングサポートの提供、保有する資産の再生サポートの提供、賃料固定型マスターリース

契約の提供など内部成長に係る各種サポートを受け、適切な資産のマネジメントを通じて、中長期的な収益の安

定性と収益力の向上を目指し、投資主価値の最大化を目指します。なお、本投資法人は、株式会社マリモと他の

プロパティマネジメント会社を選定基準に照らし総合評価を行い、株式会社マリモに発注することに経済合理性

があると判断した場合には、同社をプロパティマネジメント会社に選定します。 

今後も当期同様、保有資産の運営状況や周辺の競合物件の動向等不動産市況を踏まえ、戦略的なバリューアッ

プ工事の実施による資産価値及び競争力の維持、稼働率の向上、テナント入替時の賃料の引上げ、駐車場収入等

の付帯収入の増加、保有資産の容積未消化部分の活用等、賃貸事業収入の向上を図ります。 

また賃貸事業収入の向上に資する施策とともに、原状回復工事を含む修繕工事費の圧縮、電力自由化に伴う共

用部の電力会社の見直し及び共用部照明器具のLED化によるコスト削減、募集費用等の各種費用の削減に取り組

み、賃貸収益の向上を図ります。 

 

iii. 財務戦略 

本投資法人は、中長期的に安定した資産運用基盤の構築、資産運用の効率化と財務体質の健全化を実現するた

めの資金調達を行って参ります。 

資金の借入れについては、借入金返済期日の分散化、借入期間の長期化、借入金利の低下と固定化を念頭に置

き、都市銀行、信託銀行及び各地域の特性を十分に理解した地域金融機関を含めた複数の金融機関によるバンク

フォーメーションを維持するよう努めて参ります。 

新投資口の発行については、既存投資主の権利の希薄化及びそれに伴う投資口の取引価格の動向等に配慮しつ

つ、物件取得の資金需要、LTV水準、有利子負債の返済計画等を総合的に勘案し、金融環境を踏まえて決定しま

す。 

 

(ハ) 決算後に生じた重要な事実 

該当事項はありません。 
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（２）【投資法人の目的及び基本的性格】

① 投資法人の目的及び基本的性格 

 本投資法人は、投信法に基づき、その資産を主として特定資産（投信法第2条第1項に規定する特定資産をいい

ます。以下同じです。）に対する投資として運用することを目的とし（規約第2条）、また、本投資法人は、中

長期にわたり安定した収益を確保し、また、運用資産を着実に成長させることを目的として、主として不動産等

資産（投資信託及び投資法人に関する法律施行規則（平成12年総理府令第129号。その後の改正を含みます。以

下「投信法施行規則」といいます。）第105条第1号ヘに定める不動産等資産に該当するものをいいます。以下同

じです。）に該当し、かつ、不動産等（後記「2 投資方針 (2) 投資対象 ① 投資対象とする資産の種類 

(イ)」に定義します。以下同じです。）に該当するものに投資して運用を行います。また、本投資法人は、不動

産等資産に該当しない不動産等及び不動産等を主たる投資対象とする不動産対応証券（後記「2 投資方針 (2) 

投資対象 ① 投資対象とする資産の種類 (ロ)」に定義します。不動産等及び不動産対応証券を総称して「不

動産関連資産」といいます。以下同じです。）その他の資産にも投資することができるものとします（規約第10

条）。 

 本投資法人の資産の運用においては、主として東京圏よりも相対的に高い利回りが見込める地方（東京圏以外

の地域をいいます。以下同じです。）に所在する稼働の安定した収益性の高い不動産に投資するものとします。

地方創生を冠した投資法人として、地方の地域活性化の一助になることを目的としながらも、地域及び用途を分

散し投資することで自然災害リスクや不動産マーケットリスクの軽減を図った総合型ポートフォリオの構築を行

うものとしています（規約第12条第1項）。 

 本投資法人は、投信法第198条第1項及び規約第54条第1項の規定に基づき、その資産の運用に係る業務を本資

産運用会社に全て委託しています。本投資法人と本資産運用会社との間で平成28年2月5日に締結された資産運用

委託契約（その後の変更を含み、以下「資産運用委託契約」といいます。）の規定に従い、本資産運用会社は、

本投資法人の運用資産に係る運用の方針につき、その社内規程として運用ガイドライン（以下「運用ガイドライ

ン」といいます。）(注)を制定しています。 

（注）運用ガイドラインは、本資産運用会社の判断により、規約に定める本投資法人の資産運用の基本方針の最適な実現を目指し、か

つ今後の諸要因の動向、変化等を勘案し、これに機動的に対応するため、規約及び資産運用委託契約に定める範囲内において、

変更されることがあります。 

 

② 投資法人の特色 

 本投資法人は、投信法に基づき、資産を主として特定資産に対する投資として運用することを目的とします。

本投資法人は、投資主の請求による払戻しが認められないクローズド・エンド型です。本投資法人の資産運用

は、金融商品取引法（昭和23年法律第25号。その後の改正を含みます。以下「金融商品取引法」といいます。）

上の金融商品取引業者である本資産運用会社に全て委託してこれを行います。 

（注1）投資法人に関する法的枠組みの大要は、以下のとおりです。 

投資法人は、金融商品取引法上の金融商品取引業者等の一定の資格を有する設立企画人により設立されます。投資法人を設立す

るには、設立企画人が規約を作成しなければなりません。「規約」とは、株式会社における定款に相当するものであり、投資法

人の商号、発行可能投資口総口数、資産運用の対象及び方針、金銭の分配の方針等を規定する投資法人の根本規則です。投資法

人は、かかる規約に沿って運営されます。なお、規約は、投資法人の成立後には、投資主総会の特別決議により変更することが

できます。 

投資法人は、投資口を発行して、投資家より出資を受けます。投資口の保有者を投資主といい、投資主は、投資主総会を通じ

て、一定の重要事項につき投資法人の意思決定に参画できるほか、投資法人に対して一定の権利を行使することができますが、

かかる権利は株式会社における株主の権利とは必ずしも同一ではありません。 

投資法人には、その機関として、投資主総会、執行役員、監督役員、役員会及び会計監査人が設置されます。執行役員は、投資

法人の業務を執行し、投資法人を代表します。監督役員は、執行役員の職務の執行を監督します。執行役員と監督役員は、役員

会を構成し、かかる役員会は、執行役員の一定の重要な職務の執行に対する承認、計算書類等（金銭の分配に係る計算書を含み

ます。）の承認等、投資法人の一定の業務の執行に係る重要な意思決定を行います。さらに、会計監査人は、投資法人の会計監

査を行います。これらの執行役員、監督役員及び会計監査人はいずれも投資主総会の決議によって選任されます。投資主総会、

執行役員、監督役員、役員会及び会計監査人については、後記「(4) 投資法人の機構 ① 投資法人の統治に関する事項」をご

参照ください。 

投資法人は、規約に定める額を限度として、借入れを行うことができるほか、投資主の請求により投資口の払戻しをしない旨を

規約に定めたクローズド・エンド型の投資法人の場合には、規約に定める額を限度として、投資法人債を引き受ける者を募集す

ることもできます。また、投資法人は一定の要件を充足した場合に、短期投資法人債を発行することができます。 

投資法人は、投資口及び投資法人債（短期投資法人債を含みます。以下同じです。）の発行による手取金並びに借入金を、規約

に定める資産運用の対象及び方針に従い運用します。なお、投資法人がこのような資産の運用を行うためには、内閣総理大臣の

登録を受ける必要があります（以下、この登録を受けた投資法人を「登録投資法人」といいます。）。本投資法人の資産運用の

対象及び方針については、後記「2 投資方針 (1) 投資方針」及び同「(2) 投資対象」をご参照ください。 

投資法人は、投資主に対して、規約で定めた金銭の分配の方針に従って、金銭の分配を行います。本投資法人の投資主に対する

分配方針については、後記「2 投資方針 (3) 分配方針」をご参照ください。 

登録投資法人は、投信法上の資産運用会社（内閣総理大臣の登録を受けた金融商品取引業者（投資運用業を行うものに限り、信

託会社を除きます。））にその資産の運用に係る業務を委託しなければなりません。また、登録投資法人は、信託銀行等の一定
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の資格を有する資産保管会社にその資産の保管に係る業務を委託しなければなりません。さらに、投資法人は、一般事務受託者

に投資口及び投資法人債を引き受ける者の募集並びに新投資口予約権無償割当てに関する事務、投資主名簿等に関する事務その

他の事務を委託しなければなりません。本投資法人の資産運用会社、資産保管会社及び一般事務受託者については、後記「(3) 

投資法人の仕組み」をご参照ください。 

（注2）本投資法人が発行する投資口（以下「本投資口」といいます。）は、株式会社証券保管振替機構にて取り扱います。したがっ

て、本投資口は、振替投資口（社債、株式等の振替に関する法律（平成13年法律第75号。その後の改正を含みます。以下「振替

法」といいます。）第226条第1項に定める意味を有します。以下同じです。）となります（振替投資口である本投資口を、以下

「本振替投資口」といいます。）。本振替投資口については、本投資法人は投資口を表示する証券を発行することができず、権

利の帰属は振替口座簿の記載又は記録により定まります（振替法第226条第1項及び第227条第1項）。なお、以下、本投資法人が

発行する投資証券を「本投資証券」といい、本投資証券には、別途明記する場合を除き、本振替投資口を含むものとします。 

（注3）本投資法人は、不動産等を運用財産とする匿名組合出資持分（詳細は後記「2 投資方針 (2) 投資対象 ① 投資対象とする資

産の種類 (イ)」をご参照ください。）その他の投資ビークルに投資することがあります。 
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（３）【投資法人の仕組み】

① 本投資法人の仕組図 

 

（注1）本資産運用会社の親会社であった株式会社マリモは、その保有していた本資産運用会社株式1,820株を、平成28年11月1日付で株式会社マ

リモの親会社である株式会社マリモホールディングスに対して譲渡したことにより、本投資法人の特定関係法人に該当しなくなりました

が、株式会社マリモは、本資産運用会社の利害関係人等であるところ、本書の日付現在における本投資法人の保有資産全ての売主かつマ

スターリース会社であり、本書の日付現在、再度特定関係法人に該当しています。 

（注2）本投資法人及び本資産運用会社は、平成29年1月31日付で、株式会社足利銀行とサポート協定を締結しましたので、本書の日付現在にお

いて、株式会社足利銀行はサポート会社に該当しています。 

 

＜契約の名称＞ 

（イ） 資産運用委託契約 

（ロ） 資産保管委託契約／一般事務委託契約／投資主名簿等管理事務委託契約 

（ハ） 税務事務委託契約 

（ニ） スポンサーパイプライン・サポート契約 

（ホ） 不動産信託受益権売買契約／本投資法人が平成28年8月1日付で取得した不動産信託受益権17物件に係る信託

受託者との間における当該信託の信託財産である不動産に係るマスターリース契約／プロパティマネジメン

ト業務委託契約 

（ヘ） サポート協定(注) 

（注）サポート協定は各サポート会社との間で本投資法人及び本資産運用会社が個別に締結しています。 
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② 本投資法人及び本投資法人の関係法人の名称、運営上の役割及び関係業務内容 

運営上の役割 名称 関係業務の内容 

投資法人 マリモ地方創生リート 

投資法人 

規約に基づき、中長期にわたり安定した収益を確保

し、また、運用資産を着実に成長させることを目的とし

て、不動産関連資産を主たる投資対象として、運用資産

の運用を行うものとします。 

資産運用会社 

 

マリモ・アセット 

マネジメント株式会社 

本投資法人との間で平成28年2月5日付で資産運用委託

契約を締結しています。 

投信法上の資産運用会社として、同契約に基づき、本

投資法人の規約に定める資産運用の対象及び方針に従

い、資産の運用に係る業務を行います（投信法第198条

第1項）。 

本資産運用会社に委託された業務の内容は、(イ)本投

資法人の資産の運用に係る業務、(ロ)本投資法人の資金

調達に係る業務、(ハ)本投資法人への報告業務及び(ニ)

その他本投資法人が随時委託する前記(イ)ないし(ハ)に

関連し又は付随する業務（本投資法人の役員会（以下

「役員会」といいます。）に出席して報告を行うことを

含みます。）です。 

投資主名簿等管理人 

一般事務受託者 

資産保管会社 

 

三井住友信託銀行 

株式会社 

本投資法人の設立企画人としての本資産運用会社との

間で平成28年1月29日付で投資主名簿等管理事務委託契

約を締結し（本投資法人は平成28年2月5日付で本資産運

用会社から同契約上の地位を承継しています。）、ま

た、本投資法人との間で平成28年2月5日付で一般事務委

託契約及び資産保管委託契約をそれぞれ締結していま

す。 

投信法上の一般事務受託者として、投資主名簿等管理

事務委託契約に基づき、(イ)投資主名簿及び新投資口予

約権原簿の作成及び備置きその他の投資主名簿及び新投

資口予約権原簿に関する事務、(ロ)投資証券及び新投資

口予約権証券の発行に関する事務、(ハ)投資主に対して

分配する金銭の支払に関する事務、(ニ)投資主の権利行

使に関する請求その他の投資主からの申出の受付に関す

る事務、(ホ)新投資口予約権者の権利行使に関する請求

その他の新投資口予約権者からの申出の受付に関する事

務並びに(ヘ)投資主総会に関する機関の運営に関する事

務等を行います。また、一般事務委託契約に基づき、

(イ)機関の運営に関する事務（ただし、投資主総会関係

書類の発送、議決権行使書の受理、集計に関する事務を

除きます。）、(ロ)計算に関する事務、(ハ)会計帳簿の

作成に関する事務及び(ニ)納税に関する事務等を行いま

す。 

さらに、投信法上の資産保管会社（投信法第208条第1

項）として、資産保管委託契約に基づき、本投資法人の

保有する資産の保管に係る業務等を行います。 

一般事務（税務）受託者 税理士法人平成会計社 本投資法人との間で平成28年2月5日付で税理士業務に

関する業務委託契約書（その後の変更を含み、以下「税

務事務委託契約」といいます。）を締結しています。 

投信法上の一般事務受託者として、税務事務委託契約

に基づき、納税に関する事務を行います。 
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運営上の役割 名称 関係業務の内容 

特定関係法人 

スポンサー 

株式会社マリモ(注1) 本投資法人及び本資産運用会社との間で平成28年2月24

日付でスポンサーパイプライン・サポート契約を締結し

ており、物件情報提供を含むスポンサーサポートの提供

を行います。 

また、本投資法人との間で平成28年6月15日付で締結

した不動産信託受益権売買契約に基づき、平成28年8月1

日付で、本投資法人に対して16,170百万円（取得価格合

計）で保有資産の全部を譲渡しました。 

さらに、信託受託者との間で締結したマスターリース

契約（その後の変更を含みます。）に基づき、同日よ

り、信託受託者から保有資産の全部を賃借しています

(注2)。なお、当該契約は、ヤマダ電機テックランド三

原店に係るものについては賃料固定型マスターリース契

約であり、それ以外についてはパス・スルー型マスター

リース契約です。 

加えて、信託受託者との間で締結したプロパティマネ

ジメント業務委託契約（その後の変更を含みます。）に

基づき、保有資産の全部のプロパティマネジメント業務

を受託しています(注2)。 

特定関係法人 

資産運用会社の親会社 

株式会社マリモ 

ホールディングス(注1) 

 マリモ・アセットマネジメント株式会社及び株式会社

マリモの親会社です。 

（注1）株式会社マリモ及び株式会社マリモホールディングスは、特定有価証券の内容等の開示に関する内閣府令（平成5年大蔵省令第22号。そ

の後の改正を含みます。）第12条第3項に定める本資産運用会社の特定関係法人に該当します。 

（注2）マスターリース契約及びプロパティマネジメント業務委託契約の締結日は、ヤマダ電機テックランド三原店については平成27年11月30

日、MRRおおむたについては平成28年4月27日であり、これらを除く保有資産については平成28年3月29日です。 

 

③ 上記以外の本投資法人の主な関係者 

役割 名称 業務の内容 

スポンサー 株式会社リビタ 

 

スポンサーパイプライン・サポート契約に基づきスポ

ンサーサポートの提供を行います。 

本資産運用会社の株主です。 

サポート会社 株式会社三重銀行 

株式会社みちのく銀行 

株式会社東京スター銀行 

株式会社中国銀行 

株式会社関西アーバン銀行 

株式会社広島銀行 

株式会社足利銀行 

サポート協定に基づきサポートの提供を行います。 

サポート会社のうち、株式会社三重銀行及び株式会社

みちのく銀行は、本資産運用会社の株主です。 

 

④ 匿名組合出資等の仕組み 

本投資法人は、本書の日付現在において、匿名組合出資持分等に出資は行っていません。 
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（４）【投資法人の機構】

① 投資法人の統治に関する事項 

(イ) 機関の内容 

a. 投資主総会 

i.  投信法又は規約により定められる本投資法人に関する一定の事項は、投資主により構成される投資主

総会にて決定されます。投資主総会における各投資主の議決権及び決議方法については、後記「第二部 

投資法人の詳細情報 第3 管理及び運営 3 投資主・投資法人債権者の権利 (1) 投資主総会における

議決権」をご参照ください。 

ii.  本投資法人の投資主総会は、原則として2年に1回以上開催します（規約第34条第1項）。 

iii. 投資主総会は、法令に別段の定めがある場合を除き、執行役員がこれを招集するものとし、執行役員

が1名の場合は当該執行役員が、執行役員が2名以上の場合は役員会において予め定めた順序に従い執行

役員の1名がこれを招集します（規約第34条第2項）。 

iv.  投資主総会は、平成29年9月1日及び同日以後遅滞なく招集し、以後、隔年ごとの9月1日及び同日以後

遅滞なく招集します。また、本投資法人は必要があるときは随時投資主総会を招集することができます

（規約第34条第3項）。 

v.  投資主総会を招集するには、投資主総会の日の2か月前までに当該日を公告し、当該日の2週間前まで

に、投資主に対して、書面をもって又は法令の定めるところに従い電磁的方法により、その通知を発す

るものとします。ただし、前記iv.第一文の定めに従って開催された直前の投資主総会の日から25か月を

経過する前に開催される投資主総会については、当該公告を要しないものとします（規約第34条第4

項）。 

vi.  投資主総会の議長は、執行役員が1名の場合はその執行役員が、執行役員が2名以上の場合は役員会に

おいて予め定めた順序に従い執行役員の1名がこれに当たります。全ての執行役員に欠員又は事故がある

場合は、役員会において予め定めた順序に従い、監督役員の1名がこれに当たります（規約第35条）。 

 

b. 執行役員、監督役員及び役員会 

i.  執行役員は、本投資法人の業務を執行し、本投資法人を代表して本投資法人の業務に関する一切の裁

判上又は裁判外の行為をする権限を有しています（投信法第109条第1項及び第5項、会社法（平成17年法

律第86号。その後の改正を含みます。以下「会社法」といいます。）第349条第4項）。ただし、投資主

総会の招集、一般事務受託者への事務の委託、資産運用委託契約若しくは資産保管業務委託契約の締結

又はこれらの契約内容の変更、本資産運用会社からの資産運用委託契約の解約への同意その他投信法に

定められた重要な職務の執行については、役員会の承認を受けなければなりません（投信法第109条第2

項）。監督役員は、執行役員の職務の執行を監督する権限を有しています（投信法第111条第1項）。ま

た、役員会は、重要な職務の執行に関する前記の承認権限を有するほか、投信法及び規約に定める権限

並びに執行役員の職務の執行を監督する権限を有しています（投信法第114条第1項）。執行役員又は監

督役員は、その任務を怠ったときには、本投資法人に対し、これによって生じた損害を賠償する責任を

負いますが（投信法第115条の6第1項）、本投資法人は、投信法の規定（投信法第115条の6第7項）によ

り、規約をもって、当該責任について、当該執行役員又は監督役員が職務を行うにつき善意でかつ重大

な過失がない場合において、責任の原因となった事実の内容、当該執行役員又は監督役員の職務の執行

の状況その他の事情を勘案して特に必要と認めるときは、役員会の決議をもって、法令の限度におい

て、免除することができる旨を定めています（規約第49条）。 

ii.  執行役員は1名以上、監督役員は2名以上（ただし、執行役員の員数に1を加えた数以上とします。）と

します（規約第43条）。 

iii. 執行役員及び監督役員は、投資主総会の決議によって選任します（投信法第96条第1項、規約第44条本

文）。ただし、法令の規定により設立に際して役員となる設立時役員はこの限りではありません（規約

第44条ただし書）。 

iv.  執行役員及び監督役員の任期は、選任後2年とします。ただし、投資主総会の決議によって、法令に定

める限度において、その期間を延長又は短縮することを妨げません。また、補欠として又は増員のため

に選任された執行役員又は監督役員の任期は、前任者又は在任者の残任期間と同一とします（規約第45

条第1項）。 

v.  補欠役員の選任に係る決議が効力を有する期間は、当該決議がなされた投資主総会（当該投資主総会

において役員が選任されなかった場合には、役員が選任された直近の投資主総会）において選任された

役員の任期が満了する時までとします。ただし、投資主総会の決議によってその期間を短縮することを

妨げません（投信法第96条第2項、会社法第329条第3項、投信法施行規則第163条第3項ただし書、規約第

45条第2項）。 
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vi.  役員会は、法令に別段の定めがある場合を除き、執行役員が1名の場合はその執行役員が、執行役員が

2名以上の場合は役員会において予め定めた順序に従い執行役員の1名がこれを招集し、議長となります

（規約第46条第2項）。 

vii. 役員会の招集通知は、役員会の日の3日前までに、全役員に対して発します。ただし、全役員の同意を

得て、招集期間を短縮し、又は招集手続を省略することができます（規約第46条第3項）。 

viii. 役員会の決議は、法令又は規約に別段の定めがある場合を除き、議決に加わることのできる構成員の

過半数が出席し、出席者の過半数をもって行います（規約第47条）。 

ix.  役員会招集権者以外の執行役員及び監督役員は、投信法の規定に従い、役員会の招集を請求すること

ができます（投信法第113条第2項、第3項）。 

 

c. 会計監査人 

i.  会計監査人は、投資主総会の決議によって選任します（投信法第96条第1項、規約第51条本文）。ただ

し、法令の規定により、設立に際して会計監査人となる設立時会計監査人はこの限りではありません

（投信法第72条、規約第51条ただし書）。 

ii.  会計監査人の任期は、就任後1年経過後に最初に迎える決算期後に開催される投資主総会の終結の時ま

でとします。なお、会計監査人は、上記の投資主総会において別段の決議がなされなかったときは、そ

の投資主総会において再任されたものとみなします（投信法第103条第1項及び第2項、規約第52条）。 

iii. 会計監査人は、本投資法人の計算書類等の監査を行うとともに、執行役員の職務の執行に関し不正の

行為又は法令若しくは規約に違反する重大な事実があることを発見した場合における監督役員への報告

その他法令で定める業務を行います（投信法第115条の2第1項、第115条の3第1項等）。 

iv.  会計監査人は、その任務を怠ったときには、本投資法人に対し、これによって生じた損害を賠償する

責任を負いますが（投信法第115条の6第1項）、本投資法人は、投信法の規定（投信法第115条の6第7

項）により、規約をもって、当該責任について、当該会計監査人が職務を行うにつき善意でかつ重大な

過失がない場合において、責任の原因となった事実の内容、当該会計監査人の職務の執行の状況その他

の事情を勘案して特に必要と認めるときは、役員会の決議をもって、法令の限度において、免除するこ

とができる旨を定めています（規約第53条）。 

 

d. 資産運用会社、資産保管会社及び一般事務受託者 

i.  本投資法人は、投信法に基づき、資産の運用に係る業務を本資産運用会社へ、資産の保管に係る業務

を資産保管会社へ委託しています。本投資法人は、資産の運用及び保管に係る業務以外の業務に係る事

務で投信法により第三者に委託しなければならないとされる事務については一般事務受託者へ委託して

います。 

ii.  本投資法人の資産運用を行う本資産運用会社に係る、本書の日付現在における運用体制については、

後記「② 投資法人の運用体制」をご参照ください。 

 

(ロ) 内部管理及び監督役員による監督の組織、人員及び手続 

 本投資法人は、その役員会規程において、役員会を3か月に1回以上開催することと定めています。本投資

法人の役員会においては、執行役員及び監督役員が出席し、本資産運用会社が同席の上、執行役員の職務執

行状況並びに本資産運用会社、一般事務受託者及び資産保管会社の業務執行状況等について執行役員の報告

が行われることとされており、役員会を通じた管理を行う内部管理体制を確立しています。なお、執行役員

の職務執行状況並びに資産運用会社、一般事務受託者及び資産保管会社の業務執行状況の報告は3か月に1回

以上行うこととされています。また、本書の日付現在、本投資法人の監督役員には、弁護士1名、公認会計

士1名の計2名が選任されており、各監督役員は、これまでの実務経験と見識に基づき、執行役員の職務執行

につき様々な見地から監督を行っています。 

 

(ハ) 内部管理、監督役員による監督及び会計監査人との相互連携 

 各監督役員は、本投資法人の役員会において、執行役員から職務執行状況、本資産運用会社による資産の

運用管理状況並びにコンプライアンス及びリスクに関する事項について報告を受けます。また、会計監査人

は、会計監査報告を作成することに加え、その職務を行うに際して執行役員の職務の執行に関し不正の行為

又は法令若しくは規約に違反する重大な事実があることを発見したときには、遅滞なくこれを監督役員に報

告する職務を担っています。 

 

(ニ) 投資法人による関係法人に対する管理体制の整備の状況 

 本投資法人と本資産運用会社又はその取締役、本資産運用会社が資産の運用を行う他の投資法人、本資産

運用会社が運用の指図を行う投資信託財産、利害関係人等（後記「第二部 投資法人の詳細情報 第3 管理
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及び運営 2 利害関係人との取引制限 (2) 利害関係人等取引規程 (ロ) 利害関係人等の範囲」において

定義します。）との間において特定資産の売買その他投資信託及び投資法人に関する法律施行令（平成12年

政令第480号。その後の改正を含みます。以下「投信法施行令」といいます。）で定める取引が行われたと

きは、本資産運用会社は、投信法施行規則の定めに従い、当該取引に係る事項を記載した書面を、本投資法

人、本資産運用会社が資産の運用を行う他の投資法人、その他投信法施行令で定める者へ交付するものとさ

れています。 

 その他の関係法人については、本資産運用会社を通じて、その業務の状況についての掌握を図っていま

す。 

② 投資法人の運用体制 

前記のとおり、本投資法人は資産の運用を本資産運用会社に委託して行います。 

(イ) 業務運営の組織体制 

 本資産運用会社の本投資法人の資産運用に関連する業務運営の組織体制は、以下のとおりです。 

 

 

 

 本資産運用会社は、上記組織の下、本投資法人より委託を受けた資産の運用に係る業務を行います。各種

業務は、投資部、資産運用部、財務管理部並びにコンプライアンス・オフィサー及びコンプライアンス室の

各部署に分掌され、投資部、資産運用部及び財務管理部については、担当の部長が統括します。 

 また、コンプライアンスに関する審議を行う機関としてコンプライアンス委員会を、資産の運用に関する

審議を行う機関として投資運用委員会を設置しています。 

 

(ロ) 本資産運用会社の各組織の業務分掌体制 

 本投資法人の資産運用に関連する各組織の業務分掌体制は、以下のとおりです。 

組織 分掌業務 

取締役会 a. 本資産運用会社の経営に係る事項の審議及び決議 

b. 投資運用委員会決議を経て上程される事項についての審議及び決議 

c. コンプライアンス委員会決議を経て上程される事項についての審議及び決

議 

d. その他本投資法人の運営及び資産運用に関する事項の審議及び決議 

e. 本投資法人への報告 

f. その他前記に付随する業務 

投資部 a. 運用ガイドライン及び本投資法人の運用資産の投資運用計画書の策定及び

改定に関する事項 

b. 投資運用委員会の運営、管理全般に関する事項 

c. 本投資法人の運用資産の取得、処分に関する事項 

d. 不動産市場等の調査分析 

e. その他前記に付随又は関連する事項 
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組織 分掌業務 

資産運用部 a. 本投資法人の運用資産の資産管理計画書の策定及び改定に関する事項 

b. 本投資法人の運用資産の管理、その他の運用に関する事項 

c. 本投資法人の運用資産の賃貸、維持管理に関する事項 

d. 本投資法人の資産運用実績の分析及び評価に関する事項 

e. 本投資法人の運用資産の取得、処分に関する投資部との協議に関する事項 

f. その他前記に付随又は関連する事項 

財務管理部 a. 資産管理計画書・投資運用計画書の策定及び改定に関する事項 

b. 本投資法人の投資主総会及び役員会等に関する事項 

c. 本投資法人の決算及び税務に関する事項 

d. 本投資法人の投資口、新投資口予約権及び投資法人債の発行並びに借入れ

その他の資金調達に関する業務 

e. 本投資法人の投資口に関する事項 

f. 本投資法人の経理に関する事項 

g. 本投資法人の予算の立案及び執行に関する事項 

h. 本投資法人の関連省庁との折衝に関する事項 

i. 本投資法人の投資主等への情報開示に関する事項 

j. 本投資法人の投資主等への対応に関する事項 

k. 本投資法人の余資の運用に関する事項 

l. 本資産運用会社の株主総会及び取締役会に関する事項並びに取締役等に関

する事項 

m. 本資産運用会社の決算に関する事項 

n. 本資産運用会社の社内諸規程等の立案及び管理に関する事項 

o. 本資産運用会社の人事・労務に関する事項 

p. 本資産運用会社の経理に関する事項 

q. 本資産運用会社の関連省庁との折衝に関する事項 

r. 本資産運用会社の電算システムに関する事項 

s. 法人関係情報その他の情報管理に関する事項 

t. 苦情等処理に関する事項 

u. その他前記に付随又は関連する事項 

コンプライアンス・ 

オフィサー／ 

コンプライアンス室 

a. コンプライアンスの推進及び統括に関する事項 

b. コンプライアンス委員会の運営・管理に関する事項 

c. コンプライアンス・プログラムの策定及び見直しの起案に関する事項 

d. 法務に関する事項 

e. 社内諸規程及び諸規則等の整備及び遵守状況に関する事項 

f. 苦情等処理の統括に関する事項 

g. リスク管理に関する事項 

h. 内部監査に関する事項 

i. 監査役の職務補助の実施及び監査役との業務の連携に関する事項 

j. その他前記に付随又は関連する事項 
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(ハ) 委員会の概要 

各委員会の概要は、以下のとおりです。 

a. コンプライアンス委員会 

委員 代表取締役社長、取締役、コンプライアンス・オフィサー（委員長）及び1名以上の本資産運

用会社と利害関係のない外部委員(注) 

審議内容 ａ．コンプライアンスに関する規程等の制定及び改定に関する事項の審議及び決議 

ｂ．利害関係人等取引規程に定義する利害関係人等との取引に関する事項の審議及び決議 

ｃ．資産運用に関するリスク及びコンプライアンスに関する事項の審議及び決議 

ｄ．その他コンプライアンス・オフィサー又は取締役が必要と認めた事項の審議及び決議 

審議方法 コンプライアンス委員会は、コンプライアンス委員会委員の3分の2以上の出席があった場合

に開催されます（ただし、コンプライアンス・オフィサー及び外部委員の全員の出席を必須

とします。）。コンプライアンス委員会の決議は、出席したコンプライアンス委員会委員の

全会一致により決します。ただし、本資産運用会社の利害関係人等取引規程に定める利害関

係人等との取引に関してコンプライアンス委員会が審議を行う場合においては、利害関係人

等と利害関係を有する委員は当該審議及び決議に加わることができません。 

（注）外部委員は、弁護士又は公認会計士の有資格者であり、かつ、コンプライアンスに関する知識及び経験があると本資産運用

会社が判断した、本資産運用会社と利害関係のない者を、取締役会において選任します。なお、外部委員の候補者について

取締役会に上程するにあたっては、委員長の事前の承認を得なければなりません。本書の日付現在、公認会計士1名が外部

委員に選任されています。 

 

b. 投資運用委員会 

委員 代表取締役社長（委員長）、取締役、コンプライアンス・オフィサー、投資部長及び1名以上

の外部委員(注) 

審議内容 ａ．運用方針（運用ガイドラインを含みます。）の策定及び改定に関する事項の審議及び

決議 

ｂ．資産管理計画書の策定及び改定に関する事項の審議及び決議 

ｃ．資産の取得・売却に関する事項の審議及び決議 

ｄ．資金調達に関する事項の審議及び決議 

ｅ．その他前記に付随する事項の審議及び決議 

審議方法 投資運用委員会は、投資運用委員会委員の3分の2以上の出席があった場合に開催されます

（ただし、コンプライアンス・オフィサー及び外部委員の全員の出席を必須とします。）。

投資運用委員会の決議は、出席した投資運用委員会委員の全会一致により決します。ただ

し、本資産運用会社の利害関係人等取引規程に定める利害関係人等との取引に関して投資運

用委員会が審議を行う場合においては、利害関係人等と利害関係を有する委員は当該審議及

び決議に加わることができません。 

（注）外部委員は、本資産運用会社の利害関係人等取引規程に定める利害関係人等から不動産鑑定業務の依頼を受け若しくは過去

に受けていた者若しくはその役職員、又は本資産運用会社の利害関係人等取引規程に定める利害関係人等若しくはその役職

員の、いずれか又は複数に該当する者でない不動産鑑定士であることを要するものとし、取締役会において選任します。な

お、外部委員の候補者について取締役会に上程するにあたっては、委員長の事前の承認を得なければなりません。本書の日

付現在、不動産鑑定士1名が外部委員に選任されています。 

 

③ 投資運用の意思決定機構 

 本資産運用会社は、規約に沿って、本投資法人から資産運用の一任を受けた資産運用会社として、運用ガイド

ラインを策定し、投資方針、利害関係取引（利害関係人等取引規程に定める利害関係人等又は本資産運用会社と

本投資法人の取引をいいます。以下同じです。）についてのルール、分配の方針、開示の方針等の投資運用に関

する基本的な考え方について定めます。 

 また、本資産運用会社は、運用ガイドラインに従い、資産管理計画書等（資産管理計画書のほか、投資運用計

画書を含みます。）を策定し、運用ガイドラインに定める投資方針、利害関係取引についてのルールに従い、投

資物件を選定し、その取得を決定します。 

 運用ガイドライン、資産管理計画書及び投資運用計画書等の策定及び変更に係る意思決定フロー並びに資産の

取得及び売却に係る意思決定フローは、以下のとおりです。 

 

(イ) 運用ガイドラインの策定及び変更に関する事項 

 運用ガイドラインは、投資部が起案し、コンプライアンス・オフィサーによる法令・諸規則等の違反その

他コンプライアンス上の問題点の有無の審査及び承認の後、コンプライアンス委員会に上程され、主として
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リスク及びコンプライアンスの観点から審議及び決議されます。コンプライアンス委員会で承認の決議がさ

れた後、投資運用委員会に上程され、審議及び決議されます。コンプライアンス委員会及び投資運用委員会

において、コンプライアンス・オフィサーは、審議経過に問題があると判断した場合には、当該委員会の審

議の中断を命じることができます。投資運用委員会で承認の決議がされた後、取締役会に上程され、審議及

び承認の決議がされることにより策定又は変更されます。なお、コンプライアンス・オフィサーは、投資部

に対し修正及び再提出の指示をすることができ、コンプライアンス委員会は、投資部に対し修正及び再上程

又は廃案の指示をすることができます。また、取締役会又は投資運用委員会において否決された議案は、い

ずれもコンプライアンス委員会に差し戻されます。運用ガイドラインが策定又は変更された場合、投資部は

遅滞なく投資法人の役員会に報告します。 

 

(ロ) 資産管理計画書の策定及び変更に関する事項 

 資産管理計画書は、毎年次ごとに資産運用部及び財務管理部が、相互に協議の上起案し、コンプライアン

ス・オフィサーによる法令・諸規則等の違反その他コンプライアンス上の問題点の有無の審査及び承認の

後、コンプライアンス委員会に上程され、主としてリスク及びコンプライアンスの観点から審議及び決議さ

れます。コンプライアンス委員会で承認の決議がされた後、投資運用委員会に上程され、審議及び決議され

ます。コンプライアンス委員会及び投資運用委員会において、コンプライアンス・オフィサーは、審議経過

に問題があると判断した場合には、当該委員会の審議の中断を命じることができます。投資運用委員会で承

認の決議がされた後、取締役会に上程され、審議及び承認の決議がされることにより策定又は変更されま

す。なお、コンプライアンス・オフィサーは、資産運用部及び財務管理部に対し修正及び再提出の指示をす

ることができ、コンプライアンス委員会は、資産運用部及び財務管理部に対し修正及び再上程又は廃案の指

示をすることができます。また、取締役会又は投資運用委員会が必要と認めるときは、いずれもコンプライ

アンス委員会に差し戻されます。資産管理計画書が策定又は変更された場合、資産運用部は遅滞なく投資法

人の役員会に報告します。 

 

(ハ) 投資運用計画書の策定及び変更に関する事項 

 投資運用計画書は、毎年次ごとに投資部及び財務管理部が、相互に協議の上起案し、コンプライアンス・

オフィサーによる法令・諸規則等の違反その他コンプライアンス上の問題点の有無の審査及び承認の後、コ

ンプライアンス委員会に上程され、主としてリスク及びコンプライアンスの観点から審議及び決議されま

す。コンプライアンス委員会で承認の決議がされた後、投資運用委員会に上程され、審議及び決議されま

す。コンプライアンス委員会及び投資運用委員会において、コンプライアンス・オフィサーは、審議経過に

問題があると判断した場合には、当該委員会の審議の中断を命じることができます。投資運用委員会で承認

の決議がされた後、取締役会に上程され、審議及び承認の決議がされることにより策定又は変更されます。

なお、コンプライアンス・オフィサーは、投資部及び財務管理部に対し修正及び再提出の指示をすることが

でき、コンプライアンス委員会は、投資部及び財務管理部に対し修正及び再上程又は廃案の指示をすること

ができます。また、取締役会又は投資運用委員会において否決された議案は、いずれもコンプライアンス委

員会に差し戻されます。投資運用計画書が策定又は変更された場合、投資部は遅滞なく投資法人の役員会に

報告します。 

 

(ニ) 資産の取得及び譲渡に関する事項 

 投資部は投資適格資産を選定の上、資産運用部と長期安定稼働の観点を踏まえ協議を行った上で、起案を

行います。投資部及び資産運用部は、かかる協議の議事録を作成し、投資運用委員会及び取締役会（ただ

し、利害関係人等からの投資法人に関する資産の取得及び譲渡については、投資運用委員会及びコンプライ

アンス委員会並びに取締役会）に回付します。取得案及び譲渡案は、コンプライアンス・オフィサーによる

法令・諸規則等の違反その他コンプライアンス上の問題点の有無の審査及び承認の後、投資運用委員会に上

程されます（ただし、本資産運用会社の利害関係人等取引規程に定める利害関係人等との間の取得又は譲渡

の場合は、コンプライアンス委員会に上程され、主としてリスク及びコンプライアンスの観点から審議及び

決議され、コンプライアンス委員会で承認の決議がされた後投資運用委員会に上程されます。コンプライア

ンス委員会が必要と認めるときは、投資部に差し戻されます。）。投資運用委員会及びコンプライアンス委

員会において、コンプライアンス・オフィサーは、審議経過に問題があると判断した場合には、投資運用委

員会及びコンプライアンス委員会の審議の中断を命じることができます。投資運用委員会で審議及び決議さ

れ、投資運用委員会で承認の決議がされた後、取締役会に上程され、審議及び承認の決議がされることによ

り決定され、投資部は遅滞なく投資法人の役員会に報告します。なお、取締役会又は投資運用委員会が必要

と認めるときは、いずれも投資部（本資産運用会社の利害関係人等取引規程に定める利害関係人等との間の

取得又は譲渡の場合は、コンプライアンス委員会）に差し戻されます。ただし、本資産運用会社の利害関係

人等取引規程に定める利害関係人等との間の取得又は譲渡の場合は、役員会の承認に基づく本投資法人の同
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意を得るものとし、本投資法人の同意を得られた場合、取締役会に報告されます。なお、役員会の承認に基

づく本投資法人の同意が得られなかった議案は、コンプライアンス委員会に差し戻されるものとします。投

資法人役員会の承認に基づく本投資法人の同意が得られた場合、投資部は、当該取引を実行するものとし、

かかる取引は取締役会に報告されます。 

 

上記(イ)から(ハ)の事項に関する意思決定フローは、以下のとおりです。 
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上記(ニ)の事項（ただし、本資産運用会社の利害関係人等取引規程に定める利害関係人等との間の取得又

は譲渡の場合に限ります。）に関する意思決定フローは、以下のとおりです。 

 

 

 

- 19 -



上記(ニ)の事項（ただし、本資産運用会社の利害関係人等取引規程に定める利害関係人等との間の取得又

は譲渡の場合を除きます。）に関する意思決定フローは、以下のとおりです。 

 

 

 

④ 投資運用に関するリスク管理体制の整備状況 

本資産運用会社は、本投資法人の資産運用に関する諸リスクに対し、以下のとおりリスク管理体制を整備して

います。 

(イ) 運用ガイドライン及びリスク管理規程の策定・遵守 

本資産運用会社は、本投資法人の規約の投資方針等の基本方針を実現するため、本投資法人の規約等に沿

って運用ガイドラインを策定し、投資方針、利害関係人等との取引ルール、投資物件の取得及び譲渡並びに

投資物件の運営管理に係る基本方針等を定めています。本資産運用会社は、運用ガイドラインを遵守するこ

とにより、投資運用に係るリスクの管理に努めます。 

また、本資産運用会社は、リスク管理規程において、リスク管理の基本方針、リスク管理の統括者及び重

大な問題の発見時の対応方法等を規定し、本資産運用会社が管理すべき主要なリスクとして、運用リスク、

財務リスク、システムリスク、レピュテーション・リスク、コンプライアンスに関するリスク及び反社会的

勢力に関するリスク等を定義し、取締役会や本資産運用会社のリスクに関する統括者であるコンプライアン

ス・オフィサー及び各部署のリスク管理に関する責任者である各部署の部長の役割を定めています。なお、

リスクの状況については、コンプライアンス・オフィサーが、少なくとも半年ごとに1度又は必要な場合は

随時、モニタリングの上、評価及び分析し、その結果につきコンプライアンス委員会及び取締役会に報告す

ることとされており、リスク管理体制の適切性又は有効性については、コンプライアンス・オフィサーが統

括する内部監査及び外部機関による監査等により検証を行うものとしています（かかる内部監査による検証

の詳細については、後記「(ロ) 内部監査による検証」をご参照ください。）。 
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(ロ) 内部監査による検証 

コンプライアンス・オフィサーは、内部監査を担当し、全部署に対して定期の内部監査を実施するほか、

コンプライアンス・オフィサーの判断により、臨時の内部監査を実施することができるものとし、また、代

表取締役社長が指示した場合には、特別監査を実施するものとします。内部監査は、各組織の業務及び運営

が、金融商品取引法、投信法及び宅地建物取引業法（昭和27年法律第176号。その後の改正を含みます。以

下「宅地建物取引業法」といいます。）等の法令、一般社団法人投資信託協会（以下「投信協会」といいま

す。）が定める諸規則及び本資産運用会社の社内規程等に従って、適切かつ効率的に行われているか否かの

監査、不正又は重大な過失の発見及び未然防止のための監査、個人情報管理及び法人関係情報の管理を含

む、各種の情報管理が適切に行われているか否かの監査、事務リスク管理態勢の監査、システムリスクに関

する監査並びにその他必要な事項の内部監査等を含むものとされています。コンプライアンス・オフィサー

は、内部監査を終了したときはすみやかに内部監査報告書を作成し、これを代表取締役社長及び取締役会に

報告し、また、必要に応じて改善指示書を作成し、これを代表取締役社長及び取締役会に報告するととも

に、代表取締役社長の承認を得た上で、被監査部長に内部監査報告書及び改善指示書を交付します。被監査

部の責任者は、内部監査責任者から改善又は処置すべき事項について「内部監査報告書」及び「改善指示

書」を受けた場合には、すみやかにその処理を行うとともに、その結果を「改善報告書」に記載しコンプラ

イアンス・オフィサーを経由して代表取締役社長に報告しなければなりません。被監査部の責任者より「改

善報告書」が提出された場合、コンプライアンス・オフィサーは意見のあるものについては、直ちに審議し

再度意見を述べるものとし、実施事項については、処置の確認を行います。 

 

(ハ) 利害関係人等取引規程 

後記「第二部 投資法人の詳細情報 第3 管理及び運営 2 利害関係人との取引制限 (2) 利害関係人等

取引規程」をご参照ください。 

 

(ニ) 内部者取引等防止規程 

本資産運用会社では、内部者取引等防止規程を制定し、本資産運用会社の役職員等によるインサイダー取

引の防止に努めています。なお、同規程において、本資産運用会社の役職員は、本投資法人が発行する投資

証券、新投資口予約権証券及び投資法人債券（以下「本投資証券等」といいます。）の売買等を行ってはな

らないものとされています（ただし、本資産運用会社の役職員が本資産運用会社に入社する時点で本投資証

券等を保有している場合又は入社後に相続等により本投資証券等を保有するにいたった場合は、法人関係情

報管理責任者（本資産運用会社の財務管理部長がこれにあたります。）の許可を得た上で、かかる本投資証

券等を売却することができるものとされています。）。 

 

(ホ) フォワード・コミットメント等 

フォワード・コミットメント等（先日付での売買契約であって、契約締結から1月以上経過した後に決

済・物件引渡しを行うこととしているものその他これに類する契約をいいます。以下同じです。）に係る物

件は、決済までの間、本投資法人の貸借対照表には計上されずオフバランスとなりますが、当該期間中の当

該物件の価格変動リスクは本投資法人に帰属することになります。このため、フォワード・コミットメント

等を締結する際には、解約違約金（損害賠償額の予定をいいます。以下同じです。）の上限、物件の取得額

の上限、契約締結から決済・物件引渡しまでの期間の上限及び決済資金の調達方法等についてのルールを定

めたフォワード・コミットメント等に係る規程を遵守し、当該リスクを管理しています。 
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（５）【投資法人の出資総額】

 本書の日付現在、本投資法人の出資総額、発行可能投資口総口数及び発行済投資口の総口数は以下の通りで

す。 

 

出資総額（純額）（注1） 8,035,635,376円 

発行可能投資口総口数 10,000,000口 

発行済投資口の総口数 90,968口 

 

 最近5年間の出資総額（純額）（注1）及び発行済投資口の総口数の増減は、以下のとおりです。 

年月日 摘要 

発行済投資口の総口数 
（口） 

出資総額（純額） 
（百万円）（注1） 

備考 

増減 残高 増減 残高 

平成28年2月 5日 私募設立 2,000 2,000 200 200 (注2) 

平成28年7月28日 公募増資 88,500 90,500 7,832 8,032 (注3) 

平成28年8月31日 第三者割当による増資 468 90,968 41 8,074 (注4) 

平成29年3月14日 

利益を超える金銭の分配 

(税法上の出資等減少分配に 

該当する出資の払戻し) 

－ 90,968 △38 8,035 （注5） 

（注1）出資総額から出資総額控除額を差し引いた金額を記載しています。なお、一時差異等調整引当額に係る利益超過分配の実施

に伴う出資総額の変動は考慮していません。 

（注2）1口当たり発行価格100,000円にて、本投資法人は設立されました。 

（注3）1口当たり発行価格 92,000円（発行価額88,504円）にて新たな特定資産の取得資金の一部への充当を目的として公募により

新投資口の発行を行いました。 

（注4）1口当たり発行価額88,504円にて、公募に伴うSMBC日興証券株式会社を割当先とする第三者割当により投資口の発行を行い

ました。なお、第三者割当増資による手取金は、平成28年11月1日付で、新規物件の取得資金として借り入れた借入金の一

部の返済に充当しました。 

（注5）平成29年2月14日開催の本投資法人役員会において第1期（平成28年12月期）に係る金銭の分配として、1口当たり422円の利

益を超える金銭の分配（税法上の出資等減少分配に該当する出資の払戻し）を行うことを決議し、平成29年3月14日よりそ

の支払を開始しました。 
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（６）【主要な投資主の状況】

 

（平成28年12月31日現在） 

氏名又は名称 住所 
所有投資 
口数（口） 

比率(注) 
（％） 

株式会社マリモ 広島県広島市西区庚午北一丁目17番23号 10,000 11.0 

資産管理サービス信託銀行株式会社 

（証券投資信託口） 

東京都中央区晴海一丁目8番12号 

晴海アイランドトリトンスクエア 

オフィスタワーＺ棟 

7,893 8.7 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 

（信託口） 
東京都中央区晴海一丁目8番11号 5,875 6.5 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 

（信託口） 
東京都港区浜松町二丁目11番3号 3,230 3.6 

野村信託銀行株式会社（投信口） 東京都千代田区大手町二丁目2番2号 3,128 3.4 

全国共済水産業協同組合連合会 
東京都千代田区内神田一丁目1番12号 

コープビル6階 
1,759 1.9 

世界心道教 愛知県豊川市諏訪二丁目101 1,126 1.2 

大和証券株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目9番1号 910 1.0 

一般社団法人再生事業支援開発 
東京都港区六本木六丁目2番31号 

六本木ヒルズノースタワー17階 
876 1.0 

ＣＨＡＳＥ ＭＡＮＨＡＴＴＡＮ ＢＡＮＫ Ｇ

ＴＳ ＣＬＩＥＮＴＳ ＡＣＣＯＵＮＴ ＥＳＣ

ＲＯＷ 

5ＴＨ ＦＬＯＯＲ， ＴＲＩＮＩＴＹ Ｔ

ＯＷＥＲ 9， ＴＨＯＭＡＳ ＭＯＲＥ 

ＳＴＲＥＥＴ ＬＯＮＤＯＮ， Ｅ１Ｗ 

１ＹＴ， ＵＮＩＴＥＤ ＫＩＮＧＤＯＭ 

866 1.0 

合計 35,663 39.2 

（注）「比率」とは、発行済投資口の総口数に対する所有投資口数の比率をいいます。 

 

（参考）所有者別状況 

（平成28年12月31日現在） 

区分 
投資主数（人）   投資口数（口）  

  投資主比率（%）   投資主比率（%） 

個人・その他 5,372 97.2 43,947 48.3 

金融機関 

（金融商品取引業者を含む） 
38 0.7 27,227 29.9 

その他国内法人 94 1.7 17,923 19.7 

外国個人・法人 21 0.4 1,871 2.1 

合計 5,525 100.0 90,968 100.0 
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２【投資方針】

（１）【投資方針】

① 基本理念 

わが国は、人口減少・超高齢化社会・東京圏への人口一極集中などの大きな課題に直面しており、本投資法人

は、その解決のためには地方において「まち・ひと・しごと」を創出して当該地域を活性化する「地方の創生」

(注1)が必要であると考えています。そして、本投資法人は、本投資法人が地方において魅力的なレジデンス、

商業施設、ホテル、オフィス及び駐車場に投資し、地域社会へ貢献することにより、人が動き、経済が動き、都

市そのものが動きだし、地域活性化に繋がるものと考えています。 

この点、政府においても、上記の課題に関し、平成26年9月3日の閣議決定によって内閣に「まち・ひと・しご

と創生(注2)本部(注3)」を設置し、地方が成長する活力を取り戻し、人口減少を克服するという基本目標の下、

①東京一極集中の是正、②若い世代の就労・結婚・子育ての希望の実現、③地域の特性に即した地域課題の解決

という3つの基本的視点から人口・経済・地域社会の課題に対して一体的に取り組むものとし、様々な取組みを

推進しています。そして、まち・ひと・しごと創生法に基づき策定された「まち・ひと・しごと創生総合戦略」

（以下「創生総合戦略」といいます。）においては、「まち・ひと・しごとの創生と好循環の確立」が掲げら

れ、「しごと」と「ひと」の好循環を支えるためには、人々が地方での生活やライフスタイルの素晴らしさを実

感し、安心して暮らせるような、「まち」の集約・活性化が必要とされています。 

本投資法人は、地方において市街地再開発(注4)事業や不動産再生事業を数多く手掛けてきた実績を有するス

ポンサーであるマリモのノウハウを活用しながら、資本市場より調達した資金を有効に活用し、主として地方に

所在する総合型収益不動産（賃料等の収益の創出を見込むことができる、レジデンス、商業施設、ホテル、オフ

ィス及び駐車場の総称をいいます。以下同じです。）に投資することで、地域活性化の一翼を担い、「まち・ひ

と・しごとの創出」の好循環を確立させ、「地方の創生」に貢献し、“地方から日本を強くしていく”ことを基

本理念としています。 

(注1)本投資法人は、「地方の創生」を、「「東京一極集中」を是正し、日本全国に住む人々が自らの地域の未来に希望を持ち、個性

豊かで潤いのある生活を送ることができる地域社会を創生すること」と定義しています。 

(注2)「まち・ひと・しごと創生」とは、政府が掲げる地方の創生の推進に係る長期ビジョンであり、国民一人一人が夢や希望を持

ち、潤いのある豊かな生活を安心して営むことができる地域社会の形成、地域社会を担う個性豊かで多様な人材の確保及び地域

における魅力ある多様な就業の機会の創出を一体的に推進することをいいます（まち・ひと・しごと創生法（平成26年法律第136

号。その後の改正を含みます。以下「まち・ひと・しごと創生法」といいます。）第1条参照）。 

(注3)「まち・ひと・しごと創生本部」とは、まち・ひと・しごと創生法第11条に基づき、人口急減・超高齢化という我が国が直面す

る大きな課題に対し政府一体となって取り組み、各地域がそれぞれの特徴を活かした自律的で持続的な社会を創生できるよう内

閣に設置された組織です。 

(注4)「市街地再開発」とは、市街地内の土地の合理化と健全な高度利用、都市の機能更新を図る再開発をいいます。以下同じです。 

 

② ポートフォリオ構築方針 

本投資法人は、基本理念である「地方の創生」への貢献を実現するため、地方の不動産マーケットに関する多

彩なノウハウを有するスポンサーであるマリモからのサポートを活かし、主として地方に所在するレジデンス及

び商業施設を中心としたポートフォリオを構築し、ホテル、オフィス及び駐車場へ総合的に投資します。 

また、本投資法人は、各地方の特性に応じた総合型収益不動産への投資を通じて、東京一極集中の是正を目指

した「まちの活性化」、「雇用の創出」及び「地域経済の活性化」を実現し、「地方から日本を強くしていく」

という基本理念の実現を目指します。そのため、本投資法人は、主として地方に所在する物件に投資を行いま

す。一方、地方に所在する物件については、収益性が高いものであっても、不動産売買市場への参加者が限定さ

れる傾向にあることから、市況が悪化した際等には、相対的に流動性が低くなる場合があるため、例えば投資す

べき物件がある等の理由により資産入替えを行おうとした場合等に、本投資法人が希望する価格で売却できない

ことも想定されます（詳細は、後記「3 投資リスク (1) リスク要因 ② 本投資法人の運用方針に関するリス

ク (ヘ) 投資対象を主として地方物件としていることによるリスク」をご参照ください。）。また、地方に所

在する物件に限定せずに資産規模を拡大することで、スケールメリットを活かした資産運用を行うことができま

す。これらの背景から、本投資法人は東京圏に所在する不動産にも投資を行います。 

地方を中心とした総合型ポートフォリオを構築することにより、本投資法人は、「相対的に高い利回り」かつ

「安定的な収益」の確保と地域分散及び用途分散を図った運用資産の確実な成長を志向し、これによる投資主価

値の中長期にわたる向上を目指します。 

本投資法人による総合型収益不動産への投資は、投資資金の地域社会への還流を通じて、当該物件の所在する

まち自体の魅力が向上することにより、人々がそこに集うようになり、様々な経済活動が促進され、地域活性化

に繋がる効果が期待されます。本投資法人が考える「地方において魅力的なレジデンス、商業施設、ホテル、オ

フィス及び駐車場に投資し、地域社会へ貢献することにより、人が動き、経済が動き、都市そのものが動きだ

し、地域活性化に繋がる」とはこのような意味を有しています。 
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(イ) 地域別投資比率（取得価格ベース） 

地方（東京圏を除いた全国の地域）： 70％以上 

地方を地方都市とその他地域に区分します。「地方都市」とは、東京圏を除いた人口20万人以上の都市を

いい、「その他地域」とは、地方都市及び東京圏を除いた全国の地域をいいます。 

なお、本投資法人は、レジデンスについては地方都市に所在する不動産を中心に、商業施設については地

方に所在する不動産を中心に投資し、東京圏に所在する不動産にも投資します。ホテル及び駐車場について

は地方に所在する不動産に、オフィスについては地方都市に所在する不動産に投資します。 

 

東京圏（東京都、神奈川県、千葉県及び埼玉県）： 30％以下 

 

投資 
比率 

投資エリア区分 

用途(注) 
 
レ 
ジ 
デ 
ン 
ス 

 
商 
業 
施 
設 

 
ホ 
テ 
ル 

 
オ 
フ 
ィ 
ス 

 
駐 
車 
場 

70％ 

以上 

地方 地方都市 東京圏を除いた人口20万人以上の都市 
● ● ● ● ● 

その他地域 地方都市及び東京圏を除いた全国の地域 
  ● ●   ● 

30％ 

以下 

東京圏 東京都 

神奈川県 

千葉県 

埼玉県 

● ●      

（注）1棟の建物に複数の用途が存する場合、各用途における面積の比率が最も高いものを当該建物の用途とします。 

 

運用期間 

本投資法人は、原則として、中長期保有を目的として物件を取得し、短期売買目的の物件の取得は行いま

せん。売却を検討する場合は、市場状況を勘案し、ポートフォリオ全体に与える影響等を考慮し、総合的に

判断します。ただし、投資物件について以下に該当する事象が発生した場合には、当該物件の短期売却を検

討及び実施することがあります。 

a. 平均的な実勢価格を超える購入価格を提示する購入希望先が現れた場合等、売却を行うことが本投資法人

の収益獲得に寄与する場合 

b. 経済情勢の著しい変化又は災害等による建物の毀損、劣化等により、当初想定した賃貸事業収支の確保が

困難となり、追加的な措置によっても回復の見込みがないと判断される場合 

c. 本投資法人のポートフォリオ構築上、売却を行うことが投資法人の中長期的な戦略から見て適切であると

判断される場合 

(ロ) 投資対象 

本投資法人は、マリモの多彩なノウハウの活用が特に期待でき、収益も相対的に安定していると考えられ

るレジデンスと、まちの活性化につながるとともに、マリモの市街地再開発事業による取得機会を期待する

ことができる商業施設を中心としたポートフォリオを構築しつつ、異なる収益特性を有する資産の組み合わ

せによるリスク分散を図ることを目的に、ホテル、オフィス及び駐車場へも投資します。 

具体的には、本投資法人は、以下のとおり、レジデンス、商業施設、ホテル、オフィス及び駐車場という

各用途の物件について、共通及び用途ごとの個別の投資基準及び投資対象に基づき、総合型収益不動産に投

資します。 

 

投資基準（共通） 

 

立地 用途、地域、規模ごとの特性に応じた地域分析や個別分析を行い、これらを総合的

に勘案して投資判断を行います。 

構造 主要部分(注1)が鉄骨鉄筋コンクリート造、鉄筋コンクリート造、鉄骨造又はこれ

らの構造に類する物件とします。なお、借地権が設定された土地（底地）を取得す

る場合の、当該土地上の建物については、本基準を適用しません。以下、投資基準

のうち建物に関するものについて全て同様とします。 
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耐震性 

 

原則として、新耐震基準(注2)に基づく建築物に相当する耐震性を有している物件

を投資対象とします。昭和56年6月に改正される以前の耐震基準（いわゆる「旧耐

震基準」をいいます。）により設計及び施工された物件については、第三者専門機

関による耐震性能基準等に基づき、新耐震基準により設計された建物と同等水準以

上の耐震性能を有しているものと確認できたもの、又は取得までに耐震補強工事を

完了している物件のみ投資することができます。取得時において、1物件あたりPML

値(注3)が15％以上の物件がある場合には、原則としてその物件について個別に地

震保険を付保することで投資することができます。 

遵法性 都市計画法（昭和43年法律第100号。その後の改正を含みます。）（以下「都市計

画法」といいます。）、建築基準法（昭和25年法律第201号。その後の改正を含み

ます。）（以下「建築基準法」といいます。）、関連する諸法令を遵守している物

件、又は取得までに遵守することが確定していることを原則とします。ただし、既

存不適格物件(注4)については投資を行うことができるものとします。 

環境・地質 

 

専門業者が作成したエンジニアリングレポート、地歴調査報告書等において、有害

物質等が内在する可能性が低く、又は内在しているが当該有害物質に関連する全て

の法令に基づき、適法に保管あるいは処理等がなされている等により、当該有害物

質等が内在していることが運用上の障害となる可能性が低いと判断された物件とし

ます。 

稼働率 原則として、安定稼働している物件とし、具体的には本投資法人の取得判断の時点

において稼働率が80％以上の物件とします。ただし、稼働率が80％を下回る場合に

おいても、本投資法人の取得以後、80％に達する可能性が十分に高いと判断される

場合には、例外的に取得できるものとします。なお、この場合、その達成までに3

か月以上要すると判断した場合には、スポンサーであるマリモへ賃料固定型マスタ

ーリース契約の締結を依頼し、導入するものとします。 

テナント ・テナントの属性、信用力、業種、使用目的、賃貸借契約の条件、入替えの可能性

等を総合的に勘案した上で、投資します。 

・特定のエンドテナントからの賃料収入が、本投資法人のポートフォリオ全体の賃

料収入に占める比率（6月末及び12月末の契約賃料をベースとします。）は、

25％を上限とします。 

権利関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

土地及び建物を取得する場合には、原則として、敷地を含め一棟の建物全体に係る

独立した所有権が取得できる物件を投資対象とします。また、借地権が設定された

土地（底地）を取得する場合には、原則として、事業用定期借地権設定契約又は一

般定期借地権設定契約が締結されており、借地権者の属性や賃料負担能力が十分と

判断できるとともに、借地期間満了後の収益確保が見込めると判断した物件を投資

対象とします。 

ただし、以下の形態の物件についても、各々の定める検証を行った上で、投資対象

とすることがあります。 

＜共有物件＞ 

・管理運営（賃貸・改良行為等を含みます。以下同じです。）の自由度を確保する

ため、取得する共有持分割合が50％超であることを原則としますが、他の共有者の

属性や信用力、物件の特性等を総合的に考慮し、個別に投資判断を行います。 

・処分の自由度を確保するため、共有者間協定等による共有者間の優先買取権や譲

渡制限等の有無、内容等を確認します。 

・収益の安定性を確保するため、他の共有者の属性や信用力を十分確認の上、仕組

み上の手当て（共有物不分割特約の締結、登記の具備や敷地の相互利用に関する

取決めを含みますが、これらに限りません。）を講じます。 

＜区分所有建物及びその敷地＞ 

・管理運営の自由度を確保するため、1区分所有権あたりの延床面積が200坪以上で

あることを原則としますが、他の区分所有者の属性や信用力、物件の特性等を総

合的に考慮し、個別に投資判断を行います。 

・処分の自由度を確保するため、管理規約等による区分所有者間の優先買取権や譲

渡制限等の有無、内容等を確認します。 

・収益の安定性を確保するため、管理組合の運営状況（積立金、負債比率、付保状

況等）を確認し、必要に応じて独自の手当て（本投資法人内の積立額増額、管理

組合とは別途の共用部付保や敷地権の登記の具備を含みますが、これらに限りま 
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権利関係 

 

 

せん。）を講じます。 

＜借地権付建物＞ 

・原則として、旧借地法（大正10年法律第49号。その後の改正を含みます。以下

「旧借地法」といいます。）又は借地借家法（平成3年法律第90号。その後の改

正を含みます。）（以下「借地借家法」といいます。）に基づく借地権を対象と

します。 

・底地権者の属性を慎重に検討し、地代の改定、借地契約更新時の更新料、建替え

時の承諾料又は売却の際の承諾料等が収益性に与える影響を考慮の上、投資判断

を行います。 

＜借地権が設定された土地（底地）＞ 

・原則として、借地借家法第22条に定める定期借地権又は同法第23条に定める事業

用定期借地権の設定されている土地のみを投資対象とします。 

・借地権者の属性や賃料負担能力の有無等を慎重に検討し、借地契約期間満了後の

収益確保の見通しも踏まえて総合的に投資判断を行います。 

＜境界確定が未了の物件＞ 

・隣接地との境界確認が未了の物件については、隣接地の所有者との協議状況その

他の従前の経緯、当該土地及び隣接地の所有者等を含む土地の利用状況、将来の

紛争可能性、その他境界確認が未了であることに起因して当該建物に対する遵法

性の観点等から考え得る検証を行い、これらの影響等について総合的に勘案し、

運営への影響、リスクの程度を検証した上で適切と認める場合には、投資対象と

します。 

＜用益権が設定されている物件及び越境物が存在する物件＞ 

・第三者による地上権又は地役権等の用益権が設定されている不動産については、

その内容や相手方を確認し、投資対象資産の収益性や権利の安定性に与える影響

を考慮した上で投資判断を行います。 

・隣接地からの越境物が存在する物件、又は隣接地への越境物が存在する物件につ

いては、越境物の内容や所有者の属性、経緯、覚書締結の有無等を確認し、投資物

件の収益性や権利の安定性に与える影響を考慮した上で投資判断を行います。 

現物不動産と信託受

益権の選択 

 

投資物件の取得にあたり、現物不動産の形態で取得するか、信託設定を行った上で

信託受益権の形態で取得するかは、現所有者の意向、取得時の流通コスト、取得後

の管理コスト等を総合的に勘案して判断します。 

最低投資額 

 

・レジデンス及びホテルについては、1物件あたり3億円（取得価格ベース）としま

す。 

・商業施設及び駐車場については、1物件あたり2億円（取得価格ベース）としま

す。 

・オフィスについては、1物件あたり5億円（取得価格ベース）とします。 

ただし、持分の追加取得や隣地買増し等の場合には、これらの基準は適用しませ

ん。 

最高投資額 1物件取得後の取得価格総額に対する当該物件の取得価格の比率は、25％を上限と

します。 

(注1)「主要部分」とは、投資対象の延床面積合計において80％以上の延床面積を占めている部分をいいます。 

(注2)「新耐震基準」とは、建築基準法施行令の一部を改正する政令（昭和55年政令第196号）による改正（昭和56年施行）後の

建築基準法施行令（昭和25年政令第338号。その後の改正を含みます。）に基づく構造基準をいいます。以下同じです。 

(注3)「PML値」とは、地震による予想最大損失率をいいます。PMLには個々の建築物に関するものと、ポートフォリオに関するも

のがあります。PMLについての統一的な定義はありませんが、上記においては、「PML」とは想定した予定使用期間（50年

＝一般的建物の耐用年数）中に、想定される最大規模の地震（475年に一度起こる大地震＝50年間に起こる可能性が10％の

大地震）によりどの程度の被害を被るかを、損害の予想復旧費用の再調達価格に対する比率（％）で示したものをいいま

す。なお、PML値と地震PML値は同義です。 

(注4)「既存不適格物件」とは、建築基準法第3条第2項の規定により、建築物の一部又は全部につき建築基準法令の一部又は全部

の規定の適用を受けない建築物をいいます。 
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a. レジデンス 

i.  投資エリア 

地方都市を中心に、東京圏にも投資します。 

 

ii.  投資基準 

景気に左右されずに比較的安定した賃貸需要及び賃料水準が見込め、稼働率の安定性を望むことがで

き、かつ立地条件やエリアに見合った建物スペック、賃料設定に鑑みて、近隣競合物件との比較におい

て競争力が維持できる物件に投資します。 

 

iii.  投資対象 

本投資法人は、以下のシングルタイプからファミリータイプまで幅広いレジデンスに投資します(注

1)。 

タイプ 
主たるテナント対象 
1戸当たりの専有面積 

立地 

シングル 単身世帯 

35㎡未満 

最寄駅（主要なバス停(注2)を含みま

す。以下同じです。）からの距離が

徒歩10分以内を目途とします。ただ

し、大学等の教育施設への通学圏内

等（自転車で10分以内(注3)）で安定

的な稼働が確保できると見込まれる

立地はこれに限られません。 

コンパクト 2人程度の世帯 

35㎡以上50㎡未満 

最寄駅（主要なバス停を含みま

す。）からの距離が徒歩15分以内を

目途とします。ただし、住環境が良

く、近隣にスーパーマーケット等の

地域貢献型商業施設が所在するな

ど、生活利便性の高い地域と見込ま

れる立地はこれに限られません。 

ファミリー 3人以上の世帯 

50㎡以上 

（注1）1戸当たりの専有面積に関して、35㎡未満、35㎡以上50㎡未満、50㎡以上の3つのレンジのうち、該当する戸数が最も多いレ

ンジによって物件のタイプを決定するものとします。 

（注2）「主要なバス停」とは、終日にわたり定期的にバスが運行され、日常的に通勤・通学に利用されているバス停をいいます。

以下同じです。 

（注3）自転車での所要時間は、分速250mの速さで移動した場合の時間（単位未満切上げ）で算出します。 
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b. 商業施設 

i.  投資エリア 

地方を中心に、東京圏にも投資します。 

 

ii.  投資基準 

(a) 商圏分析によって評価された立地の物件について投資します。 

 

(b) 地域貢献性（日常生活に必要な施設であり、地域住民の利便性に資するものであること）のほか、運

用安定性及び資産性が望める物件に、立地条件、視認性、周辺競合状況等を鑑みて投資します。 

 

(c) 主要テナントにおいては、原則として固定賃料での賃貸借契約に基づく安定した収益が見込め、地域

住民の生活利便に繋がっている物件や、地域の生活に密着し、安定した購買需要が見込める物件に投

資します。 

iii.  投資対象 

本投資法人は、シングルテナント及び複数テナントの幅広い商業施設に投資します。 

地域貢献型商業施設 

スペシャリティストア 

（SS） 

ネイバーフッドショッピング 

センター（NSC） 

リージョナルショッピング 

センター（RSC） 

・スーパーマーケット 

ドラッグストア 

コンビニエンスストア 

スポーツクラブ等 

の各種専門店を有する商業施設 

・家電量販店等の専門店 

・複数の各種専門店を有する中

規模ショッピングセンター 

・多数の専門店（一般的には100

テナント以上）を有する大規

模ショッピングセンター 

商圏分析による立地 

1km商圏において商圏人口1万人以上

の人口集積度の高い立地 

5km商圏において商圏人口5万人

以上の人口集積度の高い立地 

10km商圏において商圏人口20万

人以上の人口集積度の高い立地 
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c. ホテル 

i.  投資エリア 

地方に投資します。 

 

ii.  投資基準 

(a) 駅前、空港、観光地、ビジネス街、繁華街、ターミナル駅等の交通の要所付近等の宿泊需要が見込め

る立地の物件に投資します。 

 

(b) オペレーターの信用力及び運営状況を鑑みて、長期かつ固定賃料若しくは変動賃料(注)での賃貸借契

約に基づく安定した収益を確保できる物件に投資します。 

(注)変動賃料部分は、総賃料の30％を上限として設定できるものとします。かかる変動賃料は、取得の決定又は賃貸借契約の

締結の直近1年間の売上げ又はGOP（売上高営業粗利益（Gross Operating Profit）を意味し、原則として、ホテルの売上

高から、ホテル運営経費を控除した残額をいいます。以下同じです。）等を基に算出した額とします。ただし、稼働1年未

満の物件は、想定売上げ又は想定GOP等を基に算出した額とします。 

 

(c) 景気下降局面においても相対的に安定的な収益力を確保することが可能な宿泊特化型ホテルに優先的

に投資しますが、ホテル用不動産等の分散を図るため、収益の安定性に加え、当該ホテルのブランド

について高い認知度があることによる成長を期待することが可能なフルサービスホテルにも投資しま

す。 

 

iii.  投資対象 

本投資法人は、以下の2つのタイプのホテルに投資します。 

タイプ 定義 

宿泊特化型ホテル 

（シェア型複合ホテル(注)を含みます。） 

駅前・空港・観光地・ビジネス街・繁華街等の集客

エリア、ターミナル駅等の交通の要所付近等に位置

した宿泊に特化したホテル（時間貸しスペースも備

えたホテルも含みます。） 

フルサービスホテル 駅前・空港・観光地・ビジネス街・繁華街等の集客

エリア、地方都市及び市街地郊外に位置し、宿泊施

設に加え、レストランなどの料飲施設・設備、宴

会・会議場等の付帯設備を備えたホテル 

(注)「シェア型複合ホテル」とは、ホテルの空間や設備だけでなくホテルを利用する多様な人々のアイデアや知識、ライフスタイル

や価値観をシェアする場を提供するホテルをいいます。以下同じです。 
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d. オフィス 

i.  投資エリア 

地方都市に投資します。 

 

ii.  投資基準 

本投資法人は下記の(a)から(c)の全てを満たすオフィスに投資します。 

(a) 最寄駅から徒歩5分以内の立地、又はビジネス街に位置する立地 

 

(b) 企業集積度が高く、底堅いテナント需要があり、一定の流動性を有する物件 

 

(c) Bクラス以上の物件（延床面積が500坪以上かつ基準階（2階以上の階で当該建物のうち標準的なフロ

ア）専有面積が50坪以上を指します。） 

 

タイプ 
（地方都市） 

延床面積 基準階専有面積 

Aクラス 2,000坪以上 150坪以上 

Bクラス 500坪以上2,000坪未満 50坪以上150坪未満 

 

e. 駐車場 

i.  投資エリア 

地方に投資します。 

 

ii.  投資基準 

(a) 駅前、ビジネス街、繁華街に位置する立地の物件に投資します。 

 

(b) オペレーターの信用力及び運営状況を鑑みて、中長期にわたり安定した収益を確保でき、底堅い需要

が見込める物件に投資します。 

 

f. 底地 

底地は、底地上の建物の用途に応じて上記のa.からe.までの分類をすることとします。底地への投資に際

しては、土地賃貸借契約の内容や、テナント属性、土地としての資産価値、ポートフォリオ全体に占める底

地の割合(注)に留意して投資します。 

（注）底地の割合については、ポートフォリオ全体の資産規模に対し15％を上限とします。 
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③ スポンサーの概要 

本投資法人は、本投資法人の掲げる地方創生を実現するため、不動産開発及びバリューアップの分野で専門的

な機能やノウハウを有するスポンサーの強みを積極的に活用することで、成長戦略の実現を図ります。 

 

本投資法人のスポンサーであるマリモとリビタの概要及び強みは、以下のとおりです。 

 

(イ) マリモ 

マリモは、設計事務所をルーツに持つ企業であり、1棟1棟のマンションについて、設計を行い、当該設計

に基づいて適切な建築工事が行われるように施工監理を丁寧に実施してきた会社です。平成2年に自社分譲

マンションの販売を開始して以来、全国各地の地方主要都市を中心に事業を展開し、地方の不動産マーケッ

ト環境、エリア特性、地域の社会・経済的状況、テナントのニーズ及び属性、訴求力のある物件の仕様・設

備、適切な賃料水準等に関する知識、経験を蓄積してきました。平成20年のリーマンショック、平成23年の

東日本大震災など、近年は国内外の景気を揺さぶるトピックが多々あり、不動産業界全体は低迷を余儀なく

されましたが、マリモは会社設立以来46期連続黒字を達成しています。また、近年では、不動産開発・分譲

マンション事業を中心とした国内での不動産関連事業に加えて、海外での事業展開も積極的に行っていま

す。 

 

a. マリモの概要 

社名 株式会社マリモ 

代表 代表取締役 社長執行役員 深川 真 

設立 昭和45年9月 

本社所在地 広島県広島市西区庚午北一丁目17番23号 

支店・営業所 東京、横浜、甲信越、中部、関西、九州 

認定事項 一級建築士事務所 広島県知事15（1）第3489号 

宅地建物取引業 国土交通大臣（4）第6032号 

資本金 1億円（平成28年11月1日現在） 

従業員数 233名（平成29年1月1日現在） 

事業内容（子会社の事業内容を含み

ます。） 

分譲住宅の企画・開発・設計・監理・販売業務、不動産流動化事

業、海外マンション分譲事業 

売上高（単体） 474億円（平成28年7月期） 

 

b. マリモの事業概要 

マリモが行う事業のうち、本投資法人に対するサポートに関連するものは、以下のとおりです。 

 

i.  不動産開発事業・市街地再開発事業 

不動産開発事業は、全国から取得した用地において、エリア・用途・賃料・販売価格等を検証し、そ

の用地の持つ価値の最大化を図るべく、企画から開発、販売に至るまでを網羅する事業です。分譲マン

ションを中心に、賃貸マンション、店舗、ホテル等を開発対象としています。 

市街地再開発事業は、その目的のとおり、市街地内の土地の合理化と健全な高度利用、そして都市機

能の更新を図る事業です。 

（注1）マリモが行う不動産開発事業・市街地再開発事業において対象となる物件のうち、分譲マンションは本投資法人の取

得対象にはなりません。 

（注2）マリモは、市街地再開発事業において、住宅部分の取得を行いますが、市街地再開発事業のプロジェクト全体を単独

で行うものではなく、市街地再開発組合、コンサルティング会社、ゼネコン等と共にプロジェクトを推進します。 

 

ii.  不動産流動化事業 

資産価値の低下した中古のマンションやオフィス、商業施設を買い取り、エリア特性やニーズに合わ

せて不動産のバリューアップを行うことによって当該不動産が本来持つ価値を向上させ、再生を行う事

業。 
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